　　

医療みなし指定における加算請求等に係る手続きについて
１　介護保険サービスを医療機関指定と同時に行う場合

　　　次に掲げる介護保険サービスや、その加算請求を行う場合は下表のとおり届出が必要となります。
	介護保険サービスの種類
	左記事業を行う場合に必要な書類
	加算請求をされる場合に必要な書類

	○訪問看護

○介護予防訪問看護
	書類の提出は必要ありません。

（※ただし、加算請求をされる場合は右記の書類が必要です。）
	・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

※上記に加えて加算ごとに必要書類が異なります。ホームページの「添付書類一覧表」をご覧ください。

例) 緊急時訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケア体制を請求する場合は「別紙8-１」

	○訪問リハビリテーション

○介護予防訪問リハビリテーション
	書類の提出は必要ありません。

（※ただし、加算請求をされる場合は右記の書類が必要です。）
	・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

※上記に加えて加算ごとに必要書類が異なります。ホームページの「添付書類一覧表」をご覧ください。

例) リハビリテーションマネジメント加算の場合は添付
書類なし

	○通所リハビリテーション

○介護予防通所リハビリテーション
	「通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション事業者のみなし指定に係る提出書類一覧」に記載されている書類を提出してください。

（※提出書類一覧はホームページからダウンロードしてください。
広島市ホームページ＞産業・雇用・ビジネス＞介護保険＞事業者向け情報＞様式集（指定・更新申請、変更届、体制届等）＞01　新規指定申請様式集）
	・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

※上記に加えて加算ごとに必要書類が異なります。ホームページの「添付書類等一覧表」をご覧ください。

	○居宅療養管理指導

○介護予防居宅療養管理指導
	書類の提出は必要ありません。
（※ただし、加算請求をされる場合は右記の書類が必要です。）
	・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

	●短期入所療養介護

●介護予防短期入所療養介護

（療養病棟を有する病院・診療所に限る。）
	○介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
○介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
○指定に係る記載事項

○運営規程

○勤務形態一覧表（療養病棟に勤務する職員に限る）

○平面図及び写真（療養病棟に限る）

　・病室、機能訓練室、食堂、浴室の面積が内法で記入してあること。

　・廊下幅が内法で記入してあること。

○療養病棟に勤務する看護職員の資格証（写）
（※指定に係る記載事項はホームページからダウンロードしてください。
広島市ホームページ＞産業・雇用・ビジネス＞介護保険＞事業者向け情報＞様式集（指定・更新申請、変更届、体制届等）＞01新規指定申請様式集）
	・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
※上記に加えて加算ごとに必要書類が異なります。ホームページの「添付書類等一覧表」をご覧ください。



　　
（注意）事業開始時に提出された加算届の内容に変更が生じた場合（新たに算定要件を満たした時など）は、該当加算サービスを提供する前月１５日までに
必要書類を提出して審査を受けてください。
２　介護保険事業のみなし指定を辞退される場合

　　　１に記載する介護保険サービスを将来にわたって実施する予定がない場合は、「指定を不要とする旨の申出書」を提出（郵送可・FAX不可）してください。

　　　※なお、辞退された後、改めて介護保険サービスを実施することとなった場合は、新規の介護保険事業者として通常の指定申請手続きが必要となります。

加算の必要書類については、下記ホームページをご覧ください。


　広島市ホームページ＞産業・雇用・ビジネス＞介護保険＞事業者向け情報＞様式集（指定・更新申請、変更届、体制届等） 


  ＞04 介護給付費算定に係る体制等に関する届出様式集





「指定を不要とする旨の申出書」については、下記ホームページをご覧ください。


　広島市ホームページ＞産業・雇用・ビジネス＞介護保険＞事業者向け情報＞様式集（指定・更新申請、変更届、体制届等） 


  ＞05　その他の様式集








